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１．２０１６春季生活闘争に臨む各産業の状況と課題

　連合山形と（一社）山形県経済社会研究所（連合山形総研）は、２０１６春季生活闘争を前に、２０１６年

１月８日に民間構成組織の代表者７人から、今春季闘争に臨む方針と産業を取り巻く情勢等について

意見交換を行いました。以下、内容をまとめたものです。

岡田連合山形会長
　春闘もいよいよスタートし、安倍首相が経済界に賃上げを要請していま

すが、官製春闘の中では大都市と地方の格差、大手企業と中小企業の格差

の問題が開く一方です。今年は、従来に増して中小企業全体の賃上げ、底

上げに力を入れていきたいと思っています。去年の春闘の状況を見ると、

要求書提出組合が半分位という状況なので、より多くの組合が要求書を提

出して回答妥結を図っていくために、私もともに汗をかきながら頑張りた

いと思います。

　また、併せまして、今年行われます参議院選挙に舟山やすえさんが決意

され、連合山形も推薦をしました。何としても必勝に向けてみなさんのご協力をお願いしたいと思い

ます。今日はよろしくお願いいたします。

高木郁朗【コーディネーター】
　本年も本部の旗開きに私も参りましたが、連合会長、経団連会長、日銀

総裁、そろって賃上げについて言及がありました。

　政労使及び金融のトップがともに賃上げをしないと日本経済は良くなら

ないという発言でしたが、経団連会長は、儲かった会社が年収レベルで上

げれば良いという発言、連合会長は月収を上げていかなければならないと

いう主張でした。賃上げへの足並が一応はそろったという感じではありま

したが、後ほど、立松所長から話があろうかと思いますが、新年早々の経

済状況を見てみると、アベノミクスが地方まで進展しているという状況で

はなさそうです。

〈出席者〉

自動車総連山形地方協議会事務局長　　　　　　　浦瀧　靖裕

電機連合山形地域協議会事務局長　　　　　　　　井上　正則

ＵＡゼンセン山形県支部支部長　　　　　　　　　角谷　俊一

情報労連山形県協議会事務局長　　　　　　　　　丹野　　忍

ＪＡＭ南東北山形県連絡会事務局長　　　　　　　佐藤　修一

交通労連山形県支部事務局次長　　　　　　　　　中川　賢一

運輸労連山形県連合会書記長　　　　　　　　　　青木　孝典

（一社）山形県経済社会研究所　顧問　　　　　　髙木　郁朗

（一社）山形県経済社会研究所　所長　　　　　　立松　　潔

（一社）山形県経済社会研究所　専務理事　　　　梅津　庸成

連合山形会長　　　　　　　　　　　　　　　　　岡田　新一

連合山形副事務局長　　　　　　　　　　　　　　舘内　　悟

連合山形組織広報部長　　　　　　　　　　　　　柏木　　実

高木　郁朗さん

（山形県経済社会研究所）

岡田　新一さん

（連合山形会長）



－18－

　岡田会長から挨拶がありましたように、一定の賃上げが昨年もありましたが、実質上賃上げだった

かどうかは疑問があるところであり、また、格差が広がっていることは間違いなく、各産別の話を通

じて山形の状況がどうかということが明らかになっていけば良いと思っております。

　ではまず、連合山形の舘内さんから、連合山形の方針についてお話いただけますでしょうか。

舘内　悟
　まずは、２０１５春季生活闘争を振り返りますと、２０１４春闘に引き続き「底

上げ・底支え」「格差是正」の実現を通じ、「デフレからの脱却」と「経済

の好循環確立」に向け、継続して賃金の引き上げを求めてきました。結果、

２年連続かつ前年を上回る回答を引き出し、賃上げの流れを今後に継続さ

せることができたと考えられますが、連合全体としてみたときには十分な

水準には至っておりません。

　連合山形の賃上げ妥結状況は、平均賃金方式で妥結額は４，３１２円、率で

１．６３％となり昨年を２３８円上回るなど、月例賃金要求に対して多くの組合

が有額での回答を引き出したことは大きな成果であると思います。しかし、過年度物価上昇分も上回

ることができず、また、大企業や一部の企業を優遇するような、極端な政府の経済政策によるトリク

ルダウンの効果はなく、中央と地方、大企業と中小企業の格差是正はかないませんでした。

　このようなことを踏まえ、２０１６春闘に関しては、２０１５春闘同様に月例賃金の改善にこだわり、底上

げ、底支えを、格差是正の実現に向け取り組んでいくこととしております。特に今春闘は、中小企業

や非正規で働く仲間の処遇改善に力点を置き、これまでの大手追従・大手準拠、「大手の回答が出て

から要求する」「同業他社の回答を見てから判断する」、さらに「大手の要求水準を超えられない」と

いったことが慣行となっていることから、企業の公正取引も併せ、この構造をなんとか転換していき

たいとしております。

　この方針を具体化するため、連合山形は、月例賃金の引き上げを賃金カーブ維持分として４，３００円、

賃金改善分を６，０００円以上として１０，３００円を要求することを考えております。新しい取り組みとして、

県民へのＰＲキャンペーンと併せ、経営者団体や大学などと連携しながら、春闘の社会的な役割や地

域活性化をテーマとしたフォーラムを行い、波及力を高める取り組みを行っていくこととしておりま

す。

　また、春闘と両輪である政策制度実現への取り組みも、臨時国会も会期中であることから、労働者

保護ルールの改悪阻止とも併せ、連合本部と連携し取り組んでいく事としております。

　今春闘は、労働組合・連合の力量が問われる年であることに違いはありませんので、連合山形とし

て、全力で取り組んでまいります。

高木郁朗
　ありがとうございます。では、経済状況全般について立松所長からお話をお願いします。

立松　潔
　それでは私の方から最近の経済情勢の特徴につきまして、簡単にご報告したいと思います。先月８

日発表のＧＤＰ第２次速報によりますと、２０１５年７－９月期の実質成長率は僅かではありますが、プ

ラスになっております。しかし、まだ消費増税前の２０１３年度の水準にとどまっていますので、あまり

舘内　　悟さん

（連合山形）
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回復と言えるような状況ではありません。

　特に深刻なのはＧＤＰ全体の６割近くを占めております個人消費の停滞

であります。これは消費増税後に落ち込んだままほとんど回復が進んでい

ないという深刻な状況です。この原因はご存じのように実質賃金の低迷に

よるものでありまして、特に２０１４年度は消費増税による物価押し上げのせ

いで、実質賃金が３％のマイナスになっております。昨年の後半頃から

僅かではありますが実質賃金対前年比上昇率がプラスに転じてはいますが、

ほとんどゼロに近いプラスですので、依然として消費増税前の水準をかな

り下回ったままになっているわけであります。

　このような賃金と消費の低迷は、アベノミクスの恩恵が国民全体に及んでいないことを示している。

２年連続賃上げの恩恵を受けたのは一部の大企業の労働者にとどまり、中小企業には及んでいないと

いうことです。有効求人倍率は高水準にあるものの、雇用増は非正規雇用が中心ですので、その低賃

金が全体の賃金水準を押し下げる結果になっています。

　しかし、企業の利益は極めて順調に推移しています。財務省が昨年９月に発表しました２０１４年度の

法人企業統計によれば、その純利益は２０１４年度４１兆円とかつてない増益となっています。リーマン

ショック前のピークである０６年度が２８兆円をはるかに上回る最高水準の利益を上げていることがわか

ります。しかも今年度の純益はさらに１４年度を上回り、史上最高益を更新すると言われています。

　このように企業は史上最高益を毎年更新しているのに、それがトリクルダウンして社会全体に良い

効果を及ぼしているかと言えば、そうはなっていないのが現状です。しかも、依然として企業設備投

資の伸びも低い水準にとどまっています。リーマンショック前の２００７年度が７７兆円でしたが、昨年度

は７１兆円とそれを下回っております。

　このような状況に対し、安倍政権は昨年１０､ １１月に経済界との間で「未来投資に向けた官民対話」

を実施し、経団連などに対し、賃金の引き上げと企業設備投資の拡大を要請しています。それに対し

て経団連会長が、「設備投資は３年間で１０兆円増やすことが可能で、また来年は今年を上回る水準の

賃上げが期待される」と回答しており、政府は財界の要望に応えて法人税率を２０％台に引き下げると

約束しています。しかし、シナリオ通りに日本企業が賃金引上げや設備投資を行うかどうか不透明です。

　というのは、日本企業は国内よりも海外での事業展開を重視しているからです。円安で日本からの

輸出が有利になっているにもかかわらず、輸出数量は横這いで推移していますし、そのための設備投

資も不十分なままにとどまっています。また、内閣府のアンケート調査によれば、日本企業は円安に

もかかわらず海外現地生産の拡大を続けていますし、また、日本企業による海外企業の合併 ･買収（Ｍ

＆Ａ）も活発であり、２０１５年１～９月期に日本企業が行った海外企業に対する合併 ･買収金額は、こ

の時点ですでに年間過去最高でありました２００６年の記録（８兆６０８９億円）を突破しています。アベノ

ミクスによる業績の改善で豊富な手元資金を持つ日本の大企業は、円安で買収価格が割高になってい

るにもかかわらず、海外企業の合併・買収には非常に熱心に取り組んでいるわけであります。

　以上のように日本の企業は、国内より海外での事業展開を収益源として重視するようになっていま

す。このような状況では、財界のトップが安倍政権の顔をたてて賃上げや設備投資に協力する素振り

を見せましても、個々の企業がどれだけ本気で政府の期待に応えるかは大いに疑問です。やはり、連

合を中心とした労働組合の力で、企業に対してふくれあがった利益を賃金引き上げや設備投資によっ

て国内に還元するように圧力をかけていくことが必要であると思われます。

　以上です。

立松　　潔さん

（山形県経済社会研究所）
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高木郁朗
　では次に自動車総連の浦瀧さんからお願いします。

浦瀧靖裕
　自動車総連としては、連合からの方針を踏まえて春季闘争をしていくこ

ととなりますが、ディーラーによって格差がある状況です。全国的に自動

車の売り上げは良い一方で、地方のディーラーと言う点から見ると、売り

上げは伸び悩んでいます。

　特に山形は、自動車に乗る人間が減ってきている。パイが少なくなって

きているところで、売り上げをどうするか、賃上げにどうつなげるかとい

うことになるのですが、賃上げにはつながっていないという現実がありま

す。東北地方を見ると、１社か２社が賃上げしたということでしかない。

グループの中の山形ということになるので、全国的なグループに入っているディーラーは賃上げがな

されています。

　今年度は、改善分３，０００円のアップということで取り組みたいと考えていますが、「法人税が減額に

なれば考える」という企業もあるので、法人税減税が確定すればそれが実現するということで、山形

県内でも賃上げにつながっていくのではないかと期待しています。

　参議院への取り組みについては、自動車会社出身の候補者を上げているので、候補者の当選に向け

て頑張るということになります。一方で、消費税があがるということになってしまったので、売り上

げへの影響が計り知れず、自動車総連全体として、消費税増税のような政治課題について、やはり政

治の側から声を上げてもらう必要があるという認識の下、しっかり取り組まなければならないと考え

ています。

　組合員の意識についてですが、賃上げに至っていないところがあるので、皆さんは上がれば良いな

あというレベル。賃上げを訴えたところで、本当に賃上げになるのか？というあきらめ感もありつつ、

上がってほしいという気持ちもある。

高木郁朗
　ありがとうございました。では次に電機連合の井上さんからお願いします。

井上正則
　電機連合として、今次春闘に臨む方針としては、生活不安、雇用不安、将来不安を確実に払拭する

ことで、経済の好循環を確保するということで取り組んでいくこととしています。七つの基本方針で

進んでいく予定ですが、第一が、組合員の生活の維持・向上を図り、生活不安の払拭につなげる観点

から、賃金体系維持を図った上で、賃金水準の改善を求めること、第二に、長時間労働の是正をはじ

めとした働き方改革の取り組みにより、ワーク・ライフ・バランスの実現を目指すと言うこと、第三

に、中小企業、グループ内企業及び取引先サプライヤーも含めたバリューチェーン全体での付加価値

の適正配分を目指す取り組みを推進すること、第四に、非正規労働者を含む電機連合に働く全ての労

働者の雇用の安定と労働条件の底上げに向けた取り組みを推進するということ、第五に経営対策の充

実として電機連合の持続的発展に向けた取り組みを推進するということ、第六に労働条件の底支えお

安定した労使関係の構築を目指した組織化の取り組みをするということ、第七に、雇用を基軸とした

浦瀧　靖裕さん

（自動車総連）
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経済成長、社会保障の充実など生活安定・向上策を強め、雇用と生活の先

行き不安の解消をめざすということ、の七点です。

　山形地域としての特徴についてですが、昨年は、企業によってばらつき

が大きいということでした。一時金は業績の反映なので、２カ月以上と

いうことであったが、１か月しかなかった。３，０００円に届かないというこ

ところも多々あったので、そういう格差を小さくしていくということです。

その根底にあるのが、経営力を高めていくということであると思っており

まして、労使交渉を通じて、各組合が、経営者に対して、提言をしていく

ことが大事だと思っており、より強い良い会社を構築していかなければならないと思っています。キー

ワードは三方良しの精神で、買い手よし（顧客良し）売り手良し（会社経営）、世間良し（社会貢献・

雇用確保）の三方良し。結果は利益が向上することですが、欧米型の経営のような企業が伸びれば良

いと言うことだけでなく、社会の公器としての会社という観点で考えてもらい、より強い良い会社経

営を求めてもらうことにより、会社業績を改善し、従業員の処遇改善につながるという好循環を創る

というそうした取り組みが行われる初めの年にしたいと思っています。

　闘争強化の特徴としては、昨年も電機連合としては、なんとしても守るべき領域と主体的に取り組

む領域でやっていくこととしています。なんとしても守るべき領域としては、賃金体系維持やベース

アップ、一時金、最低賃金、労働協約などを、闘争により取り組みを行うこと、そして、主体的に取

り組むべき領域としては、賃金の目標基準達成や退職金、福利厚生などの処遇改善となっており、通

年の取り組みや闘争を通じた取り組みを行うこととなっています。

　賃金要求は、引き上げ額３，０００円以上、産業別最低賃金（１８歳見合い）で１６０，５００円に改善（現行水

準比２，０００改善）などであり、一時金については、平均で年間５か月を中心とし、産業ミニマム基準

は年間４か月とすること、労働協約については、仕事と介護や子育てなどの両立支援を含むワーク・

ライフ・バランス実現に向けた取り組み、派遣労働者や障がい者などを含む全ての労働者がいきいき

と働ける環境を創るための取り組み、労災などのセーフティネットの充実、そして法改正への対応と、

４点について、取り組みを行う事としています。

　情勢についてですが、電機連合全体からすると、電気機械分野とデバイスはプラスだが、情報通信

関連はマイナスとなっています。ここから見ても、県内の構成組織も情勢はまだら模様であり、だか

らといって仕事がないわけではなく、一時のような最悪の状況は脱しています。

　組合員は押しなべてどの組合でも忙しい。それが賃金に直結していない。可処分所得も増えていな

い。雇用不安も大きい中ですが、春闘に対する期待は高い。しかし、雇用を失っても賃金を上げても

らいたいということではないので、雇用を確保し続けるためにも、経営体質をきちんとしてもらいた

いということではないかと思っています。

高木郁朗
　企業内賃金の要求には、非正規の方への対応も入っていると考えてよろしいのですか？

井上正則
　考え方は非正規も入っていますが、実態は異なるのが現実です。

井上　正則さん

（電機連合）
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高木郁朗
　ありがとうございました。次に、ＵＡゼンセンの角谷さんからお願いします。

角谷俊一
　全国の方針については、連合方針が基本となっていますが、賃金体系維

持分プラス２％引き上げが基本となっています。消費者物価が１％とはい

え、上昇を続ける見込みであり、経済成長が実質１％前後のプラスとなる

見通しであること、中小労組など、賃金水準が相対的に低位にある組合で

は、少しずつでも格差是正を進める必要があるということから設定したも

のです。正社員は２％基準の賃上げに格差是正を含まれることから、業種

が他用なので、製造、流通、総合サービス部門で要求基準を作って設定し

ていくという考え方になっています。

　基本は実質賃金の上昇をはかろうということでありますが、それ以外として、「期末一時金」「労働

時間の短縮・改善」「退職給付」「労災付加給付」の方針を労働条件闘争方針の中で策定すること、部

門ごとに取り組みを決めることにしていることや、法改正への対応も含め、「男女間格差の是正と女

性活躍推進法への対応」「障がい者雇用促進」「改正労働者派遣法への対応」などの７つの改善方針も

策定しています。

　具体的には、賃金闘争については、正社員組合員の要求としてミニマム水準として、２４万円を、到

達水準としては、高卒３５歳、勤続１７年で２５５，０００円、大卒３０歳・金属８年で２５万円とし、部門ごとに

設定していくこと、ミニマム水準未達の組合については、賃金体系維持分に加えて、２％以上の賃金

引き上げを基本として、賃金体系維持分を含めた要求総額は９，５００円又は４％を基準とすること、到

達水準未達の組合は、賃金体系維持分に加え、２％基準の賃金引上げ、到達水準以上の組合について

は、２％基準の賃金引上げには、格差是正の考え方が含まれていることを踏まえながら対応すること、

について決定しております。

　初任給ですが、２０１６年度採用者については、高卒１６５，０００円、大卒２０６，０００円を基準とすること、最

低賃金の引き上げについて協定化すること、なお、地域別最低賃金の１１０％以上を確保し、特定最低

賃金が適用される場合は、特定最低賃金に２０円を加えた金額以上を必ず確保することとしています。

　パートタイム組合員の要求については、現行の最低賃金を２％基準に引き上げ、金額は、最低賃金

の１１０％以上もしくはフルタイム組合員の１８歳最低賃金の時間換算額を目標とすること、そして、協

定化し、法定最低賃金引き上げの取り組みにつなげるため、特定最低賃金が適用される場合には、最

低でも特定最低賃金に２０円を加えた金額を必ず確保することにしています。

　最後に期末一時金についてですが、フルタイムの要求基準で４．８か月を基準とする、夏期２．４、冬

期２．４としています。パートタイムでは、年間２か月基準とし、正社員と職務の内容が同じ場合には、

３か月基準とすることとしました。

　政策制度面での要求については、各産別と差はありません。

　山形地域での力点は、山形は中小企業の業績の格差が大きい。染色はダメだが、生地は活況。鶴岡

地域は特にフル操業。若手の採用も非常に良い。逆に流通関係は、あえいでいる。百貨店は競争が激

しく、人口減少もあり他の小売業態の影響、ネット販売、地域としてのブランド力が低下している。

消費者人口も低下している。そうした状況があります。また、ホームセンター（コマレオ、キングな

ど）が破たんしている。ジョイがサンデーに吸収されるなど再編が進んでいる。流通でもこうした動

角谷　俊一さん

（ＵＡゼンセン）
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きがあり、人口が減っていくところに競合する企業ばかりが増えていくという厄介な現象が起こって

います。爆買いの恩恵のある企業は良いが、地方の百貨店とのアンバランスが如実に出ており、消費

税等の影響が出てくる企業と出ない企業の差が出てくるだろうと思います。

　闘争の時期ですが、目標とされている３月は無理だと思います。４月か５月にずれ込むでしょう。

これは決算時期によります。ストライキを背景に団交を行うようなことはしておらず、解決の在り方

については、経営者と会ってしっかりやっていきましょうということになっています。どこまでやっ

ていくか感触を探りながらやっていくという感じですね。

　組合員の意識としては、業績アップのところは期待が高いが、経営者としては慎重。世界情勢が不

安定、原油がいつ上がるかわからない、設備投資を伸ばしたいというところがあり、矛盾をはらみな

がら進んでいるのが現実です。要求はきちんとして、生き残りをかけてやっていこうということです。

　労使で解決できない問題は、政治、組織内議員をきちんと上げていくように、弱い運動を引き締め

てやっていきたいと思います。

　山形の中では、合理化が出る可能性もある。そうならないように引っ張っていくことが大事なので

すが、組合員の実質賃金アップが難しいために、共済制度を利用しなさいと言っています。

　特定最賃の要求については山形では動きがありません。非正規について、組織拡大（流通中心だが、）

しているが、第二組合ができてもおかしくない状況であり、大手を中心に取りまとめています。おー

ばん、うめやさんなども組織化できた。そういう傾向を処遇改善につなげていくきっかけにすべく積

極的に取り組んでいく方針でいます。

高木郁朗
　ありがとうございました。では、情報労連の丹野さん、お願いします。

丹野　忍
　情報労連の方針、基本的考え方の案ですが、「全ての働く仲間の労働条

件改善による「２０１６春季生活闘争」の前進と組織内「石橋みちひろ」の必

勝に向け、全組合員のチカラを結集しよう」をスローガンとして、闘うと

いうのが中央の方針となっています。

　山形県内では、ＮＴＴ労組以外に地場産業の組織はないため、ＮＴＴ労

組が中心になり、情報労連、連合の方針に従って進めることになるわけで

すが、今年は、非正規への対応を中心に取り組んでいきたいと考えていま

す。昨年、一昨年の要求を掲げていたが、非正規についてはゼロ回答でし

た。正規社員のみが賃上げされているということと、ＮＴＴ東日本の人口構造を見ると、高齢化して

おり、正規４４％、６６歳以上再雇用１２％、非正規４４％となっています。非正規を全面に出していくのが

中央の考えであり、我々も同様の取り組みをしていきます。

　具体的には、月例賃金については、非正規２％程度の改善要求をする（人材への投資など）ことと

しており、非正規、６０歳超え契約社員、正社員の月例賃金について平均４千円の同水準を要求。正社

員が４千円では２％にはならない部分もあるのですが、正規社員組合員の反応もあるものの、非正規

を最大限重視していくこととしています。

　企業業績が堅調な企業については昨年要求水準から上積みを図ることとします。ＮＴＴ東日本に当

てはめれば、概ね４．５か月ということになるのですが、上積みという点が去年と異なるところです。

丹野　　忍さん

（情報労連）
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　業績予想が、過去最高となる予想ですが、しかし、その内情はコストコントロールに基づく利益な

ので、会社側は抵抗することが予想されます。

　特別手当については、非正規についても求め、制度化をさせていき、トータル的な労働条件の改善

を求めていくのが今回の特徴です。

　その他、ワーク・ライフ・バランスの推進や不払い残業、残業縮減、労働法制についてもきちんと

対応していく、女性、非正規、障がい者雇用等について交渉強化していくこととしています。

　闘争戦術はこれから決定される予定ですが、３月１６日を意識し、交渉徹底していき、２月２２日から

高率批准によるストライキ権確立をバックに交渉していくこととしています。

　組合員の意識についてですが、今回は非正規の部分について重視しているため、正社員がどう受け

止めるのか気になるところだが、一方で非正規の組合員は期待が高い。非正規については、これまで

顧みられなかったところであり、非正規要求の達成が３年連続ゼロとなると、中央本部の責任は重い

ということになるので、不退転の決意で臨むことになると思います。そういう意味では、非正規の期

待感は高い。

高木郁朗
　ＮＴＴ労組、関連各社での差はないのでしょうか？

丹野　忍
　主要８社については、基本賃金のプラットホームは同じです。格差意識はないのですが、特別手当

では差がついています。ドコモは高いがＮＴＴ東日本は低いとか、各社の手当ての違いは実はよくわ

かっていないのです。皆、儲かっているところが高いのはしょうがないなあという意識はあるのです

が、主要８社はそれでよいが、東日本グループ内の各社の業績がバラバラなので、どうそこを踏まえ

て闘っていくのかということはありますね。

高木郁朗
　では、ＪＡＭの佐藤さんからお願いします。

佐藤修一
　ＪＡＭの方針の基本的スタンスは、経済の好循環を受けて引き続き賃金

の底上げ・底支えの取り組みをすることとしており、２０１４年を起点として、

一つでも多くの単組が賃金の底上げを実現していくことを目指すこと、特

に人材の採用難が予想される中堅・中小企業で人材確保・育成への対応に

向けて、格差是正を視野に入れた中期的な賃金政策の検討と確立が求めら

れているとの認識をもって取り組んでいきたいと考えています。

　要求の組み立てに当たっては、個別賃金要求方式の考え方を重視して、

連合方針を踏まえた要求を行うこととし、賃金制度が未整備の単組では、

現行賃金カーブの水準を明確にした上で格差是正を目指す個別賃金要求方式の取り組みを追求してい

くこととしています。

　賃上げの具体的要求については、賃金構造維持分に加える、格差是正、賃金改善等のための賃金水

準引き上げ額について、６，０００円を基準とし、ここでは消費者物価上昇率にかかる統一ベアという考

佐藤　修一さん

（ＪＡＭ）
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え方は採用しないこととしていることが特徴です。

　個別賃金要求では、企業内の是正、企業間の格差是正のいずれにおいても、賃金の絶対額水準を

優先させて取り組むこととし、個別賃金要求基準としては、１８歳実態値の上昇を踏まえ、従来の

１５６，０００円を１５９，０００円に引き上げ、これに伴い３０歳未満の各年齢ポイントの設定額も引き上げる要求

をしたいと思っております。

　最低賃金については、全単組で、まず、高卒初任給賃金を目安とする１８歳以上企業内最低賃金協定、

次いで一人前労働者の賃金カーブに連動する年齢別最低賃金の締結と水準の引き上げを目指します。

具体的には、法定最低賃金引上げの動向を踏まえ、８００円未満協定額または法定最低賃金との差が５０

円に満たない協定額については、直ちに引き上げを要求することとしています。

　ＪＡＭ一人前ミニマムに対する年齢別最低賃金協定額は、１８歳で１５９，０００円、２５歳で１６５，０００円、３０

歳で１９２，０００円、３５歳で２１６，０００円とするなどの取り組みを行っていきます。

　一時金の要求については、将来に対する備えなど、一時金の必要性に留意しながら、生活防衛の観

点から年間５か月基準又は半期２．５か月基準の要求とし、最低到達基準として年間４か月又は半期２

か月とすることとしています。

　労働協約についてですが、労働協約取り組み方針に則り、各種労働条件の整備に引き続き取り組み

ます。

　第一に、労働時間に関する取り組みについては、継続的な取り組みが必要であり、労働者の健康確

保に関連するインターバル規制を始め、従来からの取り組み課題について引き続き取り組むこと、第

二に、６５歳までの希望者全員を対象とする高年齢者雇用制度について、無年金期間の長期化にも配慮

して制度整備をはかること、第三に有期雇用契約における無期転換制度を踏まえ、若年者雁用の確保

を含む中途採用者の処遇等の検討に取り組み、また、未組織非正規雁用労働者に対して、労働組合と

して関わる取り組みを強めることとします。　

　労働時間に関する取り組みについては、①男女を問わず育児・介護の家族的責任を担いきれること

②賃金面でも仕事面でも残業に依存しない体質を強化すること③女性と高齢者が働きやすい職場環境

の整備が社会的な要請となってきており、これらの労働条件・雇用環境整備は、企業の社会的評価を

高め、結果として「人材確保」にも大きな影響を及ぼすと思われることから、ＪＡＭとしては、２０００

時間を超える所定労働時間の短縮も視野に入れて、「労働時間に関する指針」に沿った総実労働時間

の短縮に向けた取り組みを行います。また、特に、長時間労働に掛かるメンタルヘルスの確保とワー

ク・ライフ・バランスの実現に向けて、インターバル規制の導入について取り組みます。

　６５歳までの希望者全員の雇用・所得確保については、有効求人倍率が１を超える人手不足感の高ま

りを背景に、継続雇用制度を始めとする高齢者雇用のあり方に社会的な注目が高まっており、本人希

望とのマッチング、スキルや経験の活かし方、組合員化など、様々な課題があり、継続的な検討が必

要であるが、その取り組みは、将来の定年延長を視野に入れながら、早急に行うべきことである。そ

うした観点から、これを引き続き重点課題として、（１）高年齢者雇用安定法改正法に基づく、６５歳

までの雇用・所得確保について「６５歳までの雇用・所得確保に向けた指針」に基づく取り組みを進

めること、（２）無年金に対応する６５歳までの希望者全員の雇用確保について、労働協約に明記する

こととします。また、（３）高年齢者雇用における賃金のあり方については、その将来像も含め、労

使で検討する場を設けていきます。さらに、(４）２０１３年以来の６０歳以降無年金期間の発生に際して、

この間に継続雇用者の賃金改定を行っていない場合は無年全期間の長期化を勘案して、継続雇用期間

の処遇改善に取り組みます。
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　男女間の賃金格差問題については、「男女間賃金格差問題に関するまとめ」に基づき、全組合員の

賃金実態の把握と分析を進める中で、男女間賃金格差を是正していく取り組みを、継続的に進めてい

きます。

　具体的要求の最後として、非正規労働者に関する取り組みについてですが、（１）直雇用の有期雇

用労働者の処遇の改善について、処遇の改善または有期雇用契約に関する「ＪＡＭの取り組み指針」

に基づく何らかの取り組みを追求すること、（２）派遣労働者については、法改正前の取り組み方針

を維持しながら、引き続き取り組みを進めること、（３）改正パート労働法への対応について、２０１５

年労働協約取り組み方針に基づき、引き続き取り組みを進めることとします。

　ＪＡＭからの説明の最後として、政策制度についての要求です。ＪＡＭの重点課題は、下請けメイ

ンなので、税金転嫁できないということがあり、公正な取引を目指そうということですが、法律改正

された場合に、これらを周知できるガイドを配布するなどの活動をすることとしています。

　今年度の重点については、企業内最賃、特定最賃の理解活動がまず第一。そもそも最賃ということ

があること自体知らないこともあるので、そのことについての広報を行うこと、第二に、若年者雇用

促進法の活用に伴う３６協定等の点検と条件の見直しを行い、優良企業認定を目指す活動をするという

こと、第三に女性活躍推進法、推進計画の作成への対応として、これを４月までに作成する義務を課

すということです。

　山形の要求活動については、２０１４年、２０１５年とベア要求しています。ＪＡＭは９，０００円を要求して

きました。１９の交渉対象で　１３単組が５，３８４円、９単組で１，９７４円。まずは取れたのではないかと思う。

暮れの一時金は、自動車と電機は良いが、一般機械の一時金は伸びなやんだ。今年も６，０００円と３，０００

円低いが提示しやすい額を要求する組合があるのではないかと思っています。なお、特色として、個

別賃金要求については、小さい企業は個人のベアアップがわかってしまうので、あまり明らかにしな

いでほしいというところもあるといったところがあります。

高木郁朗
　ありがとうございました。では交通労連の中川さんからお願いします。

中川賢一
　はい。交通労連は全国規模での活動になりますが、基本方針は、連合方

針に沿って行うことになります。交通労連としては、トラック、バス、ハ

イヤー、一般と４部会ありますが、それぞれの部会で決定していくことと

なっています。

　特にバスについての特色をお話しますと、地域よっては格差がある現状

がある。西日本は業績も良く、賃金も良い。他方、東日本は悪い。３，２００

円。ベア４，０００円、７，２００円が案として挙げられています。決定については、

各単組に任せることになっているわけですが、山形地区の上部、東北の力

をかりて各組合が提出していくことになっています。残念ながら、去年は半分しか妥結していません。

今年は、それ以上の妥結ができるようにしていきたいと思っています。

　昨年、定期昇給制の改善の見直しが行われたのですが、乗務員不足が深刻で、バスがあっても走れ

ないという状況がある。女性、高卒の採用など、各企業で取り組んでいるが、雇用延長もし、再雇用、

再々再雇用して７０歳過ぎまで確保しているのが現状です。

中川　賢一さん

（交通労連）
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　山形地区での力点は、交通労連としては、山形地区には山形交通労組しかないので、上限確保する

には、賃金が大事だということ、時短も図りながら、賃金アップを進めているが、なかなか料金が上

がっても先ほど申し上げたように、バスが走れないということが月末に発生しているわけです。良い

点は、燃料が比較的低くなっており、その点で３月も差額、収支が良くなってきている場面があるわ

けですが、全体的な改善には至っていない点があります。しかし、これまで燃料高騰を理由に賃金アッ

プが行えないとされてきたわけですから、この点については、良く考えてもらい、雇用確保を最優先

しながら、企業と話し合いを進めながら、最善の改善を目指していきたいと思っております。

　闘争体制については、全所属組合が統一して要求提出して、何等かの回答をもらうということで、

話を進めているわけですが、半分しか解決していない現状があるので、昨年以上の妥結ができるよう

にするということであります。

　組合員の反応ですが、乗務員としては期待感が高い。収入の方も伸び悩んでいるので期待に応えら

れない状況があるのですが、今年も同じような結果になってしまうのではないかと危惧しています。

そうした点についても十分配意して取り組んでいきたいと思っております。

　交通労連の特色については以上です。

高木郁朗　
　ありがとうございました。では最後に、運輸労連から青木さん。

青木孝典
　運輸労連としては、賃上げの要求水準については、所定内労働時間賃金

に定期昇給相当分１．５％と賃金改善分３％を加えた４．５％を乗じたものとし、

１１，０００円中心としています。１１，０００円については、交通労連トラック部会

と同じ要求水準で両組織の共同ベース２４４，７７６円に４．５％を乗じた額になり

ます。

　一時金については、夏季の金額は６０万円以上（２．５か月以上）。年間では

計１２０万円ということです。率で５か月分以上を要求します。

　単組においては、定期昇給相当の未整備という単組もあるので、単組毎

に「新たなモデル賃金」などを参考に賃金制度の確立を図ることとしていることや、男女間の賃金格

差是正を図るため、賃金分布などの実態を把握したうえで、問題点を点検して改善に向けた取り組み

を進めることとすることなどを決めております。

　企業最賃等の取り組みも行うこととしており、企業内最低賃金協定の締結は賃金の底支えになるな

どのメリットがあり重要な取り組みだと考えています。

　その他、運輸労連としては、６５歳までの雇用確保について、総労働時間短縮と割増率の引き上げに

ついて、非正規労働者の処遇改善についてなど、７点について統一して取り組みしていくこととして

います。その他は単組毎の取り組みです。

　山形での取り組みについてですが、基本給と歩合給を足したものが賃金というのが特色となってい

ます。基本給の引き上げについては、現行の基準内比率が５０％程ですので、６０％に引き上げたい、一

時金は軽油価格の高騰で下り続けましたので、軽油価格が１０年前位の水準に戻ったので、その時の水

準まで一時金を戻してもらいたいといった考えをもっています。これまで、燃料高騰により我慢して

きた一時金を返してもらいたいという考え方です。

青木　孝典さん

（運輸労連）
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　闘争体制の特色は、３月が大手、４月が中小と設定しています。

　見通しとしては、人手不足が深刻であるので、この問題から昨年度若手重点配分の引き上げができ

た組合もあるので、長時間労働についても、行政の努力の効果もあり業界的に長時間労働の是正が行

われているのですが、賃金が目減りするという現象も起こります。

　組合員の意識としては、長時間労働が減ることは賃金も減るということであることから、賃金を上

げてほしいという希望につながっている。そうした思いを踏まえての戦いをしなければならないと

思っておりまして、厳しい戦いになると思っています。

　政策・制度面の取り組みについては、運輸労連で議員懇談会を組織し、運輸労連政策支援議員懇談

会を中心に、政策制度の前進を図っていくこととしており、議員の数が増えないと影響力が出ないの

で、参議院議員選挙、推薦候補者の必勝で、懇談会に入ってくださる方が増えることも目指していき

たいと思っています。

高木郁朗
　皆さんありがとうございました。いくつかの産別から話があったのですが、山形は、賃金体系の見

直し、設定をしないといけないという中小企業が特に多い地域だとの認識でありまして、しっかりと

した活動をしていくことが必要なのではないかと思います。

　最初に、皆さんの話を聞かれて、連合山形としてどうお感じになられたか、連合山形の舘内さんか

ら、感想を聞かせてもらえますか。

舘内　悟
　企業内最賃についてですが、皆さん取り組みを進めて頂くというはなしでした。非正規の方が増え

ているという現状がありますので、しっかり対応していかなければならない分野となっています。非

正規の皆さんへの対応を基本として企業内賃金体系を作らなければならないが、取り組みがまだまだ

の企業が多いわけですので、この分野に真剣に力を入れてやっていかないと、底上げが図れないとい

うことであると思っています。その点について、今年の力を入れていく分野として皆さんが認識して

おられることについて、確認をさせて頂きました。

高木郁朗
　佐藤さん、ＪＡＭでは企業内最賃は非正規も含めているのでしょうか？

佐藤修一
　非正規、正規、中途採用者それぞれ定められており、全ての者について要求することとなっていま

す。

高木郁朗
　実際のところはどうなのでしょうか？

佐藤修一
　非正規については、二つの単組だけしかないのですが、県の最賃よりも高い最賃になっているので、

明らかにしたくないという組織もあるのが現実です。７５０円を超えているところもあると聞いています。
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岡田新一連合山形会長
　印象として、産業内格差についての要求が自動車総連だけなのか？という点が気になりました。産

業内格差の是正について、どう図っていくのか、どう支援をしていったら良いのかが問われているの

かと思いました。

　また、非正規については、情報労連だけではなく、他の産別も非正規が増えているので、非正規へ

の底上げについての取り組みをしっかり行っていくことが必要と再認識したところです。

高木郁朗
　電機連合の井上さんから、「三方良し」の話がありましたが、これは、経営側の話のような気がす

るのですが、どうでしょうか？

井上正則
　労働組合が経営者に対する意識づけをしていかなければならないという事だと思っています。

　東京大学の藤本先生が言うには、企業の社会貢献というは「雇用を守ること」が最大の貢献であり、

電機は人的リストラばかりやっており、経営者には雇用を確保することが企業の役割だという意識が

少ないのではないかと思っています。経営対策を通じて雇用の維持、確保が企業にとっての最大の社

会貢献なのだという意識を持ってもらうことが大事だと思っています。組合も役員が変わっていって

いるので、そうした意識づけについても、地協としてやっていくことが必要だろうと思っています。

良い経営とは何なのかということについては、「日本でいちばん大切にしたい会社」という本を書い

た坂本光司さんと言う方がいるのですが、組合が本来主張すべきものが沢山出てくる。そういう内容

を標準化しつつ、組合の経営へのアプローチをするようにし、強い良い会社を作っていくことが大事

だと思います。

高木郁朗
　良い会社、強い会社にならなければ、賃金も上がらないということであり、そのカギは何かという

こと、ちゃんとした人材を作ることであると言うことであろうと私は思います。人づくりを組合とし

てはやっていくということであろうと思うのです。

井上正則
　組合内でも教育が充分に行われていない。そうした点の改善も大事なことだと思います。

高木郁朗
　交通労連から人材不足というはなしがありましたが、どういう現状があるのでしょうか。

中川賢一
　人員を得るためには時短、賃上げをしなければならないのだが、それをやれば、結局人が足りなく

なるという悪循環になる恐れがあります。貸し切りバスを止めて、循環バスに回さねばならない。そ

うすれば収益は上がらない。
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青木孝典
　人手不足については、労働時間が長く賃金が低いということから、特に交通運輸産業で起こってい

ることであると思います。産業の魅力を上げていく必要があり、賃金の上昇、労働条件の改善が必須

でありますが、なかなか進みません。

　また、春闘交渉の席上、企業側より経済情勢が先行き不透明とよく言われますが、先行きが透明な

ときはなかったと思います。それを盾にして、内部留保したいということになるのであろうが、特に

燃料費の高騰と言ってこれまで賃金一時金を下げてきた分を、燃料費が低下している今、返していた

だくということが大事であろうと思っています。先生方にも、先行き不透明と言われた時の切り替え

し方を教えていただければとても助かりますね。

立松　潔
　話を聞かせていただき、大きく状況が変わっていると感ずるのは、「人手不足」ということが出て

きている点です。政府の再興戦略２０１５では、地方では人手不足が出てくるので、生産性向上を図るこ

とが大事だというのですが、バスの運転手をどうやって生産性向上により得られるのか？流通、小売

りなど、人口が減っているところでの生産性向上は難しい。

　まだ人手不足がない分野もあるので、ばらつきが多くなってきているのだと思います。

　円安で利益を得ているところ、他方、コストがかかっているところがあるわけですが、それで賃金

要求ができなくなっているところもあるのだろうと思います。実質的経済理論では、人手不足であれ

ば、賃金が上がるというのが理論なのですが、パイプが詰まっていて、ミスマッチ解消は時間をかけ

て取り組まないと問題解消にはならないのではないかと思います。話をお聞きすると、政府としても、

職業訓練を地域でも整備し、非正規で正規化を求めている方々に振り分けていくような形をしていか

ないと解消しないので、そうした点について「政策要求」をしていかないと、成果はでないのかなと

いう印象ですね。

高木郁朗
　資格を得るのに７０～８０万円くらいかかるのだそうですが、そういう点について、県に要求していく

とか、融資について考えていくとか、共助の仕組みとかそういうことを地域の要求として政策要求し

ていくことができるのではないかと私も思うところがありました。

　皆さんから、春闘をはじめとする連合山形への注文はありますか？

青木孝典
　組織拡大については、春闘方針にはあるのですが、個別にも行ってはいるが、なかなか進まない現

状があります。連合山形の力を借りたいところです。

中川賢一　
　やはり組織の人数が減ってきているのでそちらの対策について力添えを頂きたいですね。

佐藤修一
　連合山形でやったミニマム調査について、山形県全体のものを参考に欲しい。まとめて頂ければあ

りがたいです。
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丹野　忍
　組織内で産別単組の人材育成をやっているが、レベルが下がっているので、レベルに応じた役員の

講座を設けてもらえれば、役員の育成につながるのではないかと思っています。

角谷俊一
　組織化の話がありましたが、労働基準が守られていないところが多い。法律がゆるく、労基への登

録も社労士が作った通りにしてしまう。就業規則など守っているところが本当にあるのかという感じ

であり、就業規則があるのかどうかという企業もあります。ブラック企業の監督はもとより、働く人

たちをどう助けるのか、監督側に強く働きかけをしてもらいたい。相談したくてもどうして良いかわ

からないところが多いですね。

高木郁朗
　泣き寝入りのハラスメントが多いですね。

井上正則
　政策提言の強化をお願いしたい。連合本部を通じて現場の声を伝えていかなければならないと思い

ます。例えば原油価格についても振れが大きい。これは社会や産業に大きな影響を与えており、この

改善をもっと大きな動きにしていかなければならないのではないでしょうか。現場に密着した形で提

言ができるのが地域連合だと思います。政策提言をしっかりお願いしたいです。

浦瀧靖裕
　自動車業界という点では、整備士が不足しています。県内でも東根工業高校が村山産業高校と統合

し自動車科がなくなりました。職業訓練学校や私立にしか自動車科がなくなり、整備資格を取るには

県外という事も有ります。この事も人材の流出になっているのではと考えています。自動車整備事業は、

整備士の資格がないと成り立たない事業であり、会社が成り立たなくなります。自動車科を復活して

もらいたいといった、教育の面についても要請をしてもらいたいし、現状に耳を傾けてほしいです。

高木郁朗
　皆さんありがとうございました。今年の春季闘争において成果ある交渉が行われることを期待した

いと思います。


